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研究成果の概要（和文）：本研究は「潜在的ボランティア」を対象に，どのような条件設定と環境を整えれば活
動へ導くことが可能か，構造的に究明し，実現のためのステップを提示することである．「潜在的ボランティ
ア」とは，何らかのボランティア活動の希望はあるが，活動に踏み出せない層を指す．本研究は、政府既存統計
の分析、質問紙調査（2014年7月～2015年10月）、参加型調査を行った。今後「潜在的ボランティア」を活動に
導くためには、①個人と時間との段階、②個人と他者との段階、③個人の社会貢献ニーズの発展の段階、④個人
と空間（コミュニティ）の段階に分け、一人ひとりの生涯ライフに沿った条件設定と環境づくりの整備が必要と
なるであろう。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to structurally investigate the possibility 
of leading to activities if "conditional setting and environment" are prepared for "potential 
volunteers", and to indicate steps for realization. "Potential volunteers" refers to those who hope 
for volunteer activities of some kind but can not take action. In this research, we analyzed 
existing statistics of the government, questionnaire survey (July 2014 - October 2015), and 
participatory study was conducted. In the future, in order to lead "potential volunteers" to 
activities, by dividing into different stages, namely (1) the stage of individuals and time, (2) the
 stage of individuals and others,(3) the stage of development of individual needs for social 
contributions, (4) the stage of individuals and space (community), it will be necessary to set 
conditions along with life long stages of each individuals and prepare environments accordingly.

研究分野：生涯教育、ボランティア、生活経営学
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研究課題名 
「潜在的ボランティア希望者」を活動に導く
ための条件設定と環境づくりの研究 
 
１．研究開始当初の背景 
＜ボランティア活動の国際的な研究動向＞ 
 国際的にボランティアが注目されたのは，
2001 年ボランティア国際年以降である．ジ
ョンズ・ホプキンス大学非営利部門国際比較
事業によれば，37 カ国において 1 年間約 1
億 4千万人が何らかのボランティア活動に従
事し，これは成人人口の約 12％を占めている．
これらボランティアは，2080 万人の有給フ
ルタイム労働者に匹敵し，世界経済に対して
4000 億ドルの貢献をしていることが試算さ
れた．つまり，ボランティアの労働力は，社
会及びボランティア自身への重要な不加的
利益を与え，広範囲の社会問題の解決に寄与
していることが明示された． 
＜ボランティア活動の国内の研究動向＞ 
日本においては，阪神淡路大震災が起こっ
た 1995 年が，多くの若者がボランティアに
参加したことで，一般に「ボランティア元年」
といわれている．1998 年には特定非営利活
動促進法が制定され，ボランティア活動・Ｎ
ＰＯ等を含むボランタリー活動への社会の
期待は高まった．1995年以降，「ボランティ
ア」や「ＮＰＯ」・「民間非営利組織」に関わ
る調査・研究が活発になり，応募者もその一
人となる．ボランティア活動については，実
態調査研究や領域ごとの事例研究，ＮＰＯに
ついては，経済学，経営学，財政学等のアプ
ローチから組織経営や評価を分析した研究
が主流となっている．しかし，ボランティア
を，個人や生活者の視点から構造的に分析し
た研究はみられない． 
 
２．研究の目的 
本研究は，「潜在的ボランティア」を対象
に，どのような条件設定と環境を整えれば活
動へ導くことが可能か，構造的に究明し，実
現のためのステップを提示することである．
ここでいう「潜在的ボランティア」とは，何
らかのボランティア活動をやりたいという
希望があるが，活動に踏み出すことのできな
い層をいう．そこで、本研究は次の３点を明
らかにしたい． 
第一に，「潜在的ボランティア層」の現状
把握を行うこと．第二に，どのような条件と
環境を与えれば，「潜在的ボランティア」が
活動に参加・参画していくことができるのか，
それらの質的な要因分析を行うこと．第三に，
「潜在的ボランティア層」を生涯学習の観点
から捉え直し，「自発的・生産的な生涯の構
築」ができる社会の実現に向けたアクション
プランや実現のためのステップを提案する
こと． 
以上から「ボランティア活動を通したアク
ティヴ・ライフの構築支援方法論」を提示し
たい． 

 
３．研究の方法 
（1）民間統計を除き，長期にわたり比較検
討できる政府統計（ボランティア統計）を用
いる．まずボランティア活動については『社
会生活基本調査』（総務省），次に社会貢献意
識については『社会意識に関する世論調査』
（内閣府）を用いて，可能な限り属性別に分
類しボランティアのニーズを把握した． 
（2）「潜在的ボランティア」に関する質問紙
調査を行った．調査対象は学生及び市民 269
名，調査期間は 2014 年 7月～2015 年 10 月ま
でである． 
（3）「潜在的ボランティア」に関するワーク
ショップ（以下，WS と略）を行った．WS に
参加した市民は 29 名である．協議期間は 1
日（約 6 時間程度）であり，その後に WS の
まとめ（作業時間約 4時間）を行った． 
 
４．研究成果 
（1）研究成果１：「潜在的ボランティア」層
の現状把握 
「社会のために役立ちたい」という社会貢
献意識を持つ者は 6～７割も存在するが，実
際のボランティア活動を行う者は3割弱に留
まる（図１）．このことから，「潜在的ボラン
ティア」層は，全体の４割程度存在している
ことが推測される．特に，社会貢献意識は大
都市ほど高いため，同時に「潜在ボランティ
ア」も都市部に多く存在することが考えられ
る．「地域の付き合い」に関しても，「困った
ときは助け合う」ことに積極性を示す層が 7
割もいる．「潜在的ボランティア」は属性に
よってその傾向は異なる． 

図１ 社会貢献意識の推移 注：齊藤 2017ｂ 
 
また，異なる年齢（若年層・中年層・高齢
層）別にみた「潜在的ボランティア」のニー
ズを検討したい． 
①若年層：20代は最も貢献意識が上昇して
いる年齢層である．とりわけ，学生は 85.3％
の貢献意識があり最高値にあたる．これは，
東日本大震災等の災害の影響や地域貢献等
の大学改革による教育効果だと判断できる．
特に，大学等に在籍している若年層「潜在的
ボランティア」に対してどのような情報提供
や教育・方法が必要か検討すべきである． 
②中年層：中年層も貢献意識が高い層であ
る．特に，50 代の男性が 70.1％，40代と 50



代の女性が 71.4％である．その背景として，
職場環境による意識変容と企業のCSR及び社
会貢献額の支出と無関係ではないと思われ
る．今後，特に男性（50代）の「潜在的ボラ
ンティア」に注目し，在職中から活動へのイ
ンセンティヴを促進し，退職後にアクティヴ
な生活になり得る方策の検討が必要である． 
③高齢層：高齢層ほど地域との付き合いの
程度が高く，困ったときは互いに助け合いた
いとするニーズが高い．実際のボランティア
の場面では，60 代男性の行動者率が高くなる
一方，これまで活躍してきた無業女性の 60
歳以上の行動者率は低下傾向にある．また 70
歳以上の社会貢献意識はさらに低下する．つ
まり，高齢者の「潜在的ボランティア」は，
社会の期待に反して少ないことが推測でき
る． 
以上から，政府ボランティア統計を手がか
りに「潜在的ボランティア」のニーズを検討
するには限界があった．そのため，今後，「潜
在的ボランティア」を対象とした独自の調査
研究性を確認した． 
 
（2）研究成果２：「潜在的ボランティア」が
活動に参加・参画する要因分析 
 「潜在的ボランティア」層（約 4割）に対
して，いかなる条件や環境があれば活動への
インセンティヴを高めることができるか，調
査及び参加型調査を 2点行った．その成果に
ついては，論文投稿・審査中である． 
そこで，ここでは，既に掲載された「アク
ティヴ・シニアのエンパワメントをめぐる課
題」（齊藤 2017）に限定して成果報告を行う． 
① ニーズと現実とのミスマッチ 
 シニアのプロダティヴィティへのニーズ
は高い．しかし，「雇用」については，「働き
たい」が「仕事がない」という現実，「ボラ
ンティア活動」については，「役に立ちたい」
が，「活動にしていない」という現実，「社会
的つながり」については，「困ったときは助
け合いたい」が，近所での「付き合いがない」
という現実が各種統計から露わとなった．こ
こから，シニアの「やりたい」というニーズ
と「やらない」という現実のミスマッチをい
かに解消するかが問われている． 
②「やりたい」（活動）と「やってほしい」（依
頼）のミスマッチ 
相模原市社会福祉協議会（2015）の調査か
ら，シニアの「できるボランティア」と「依
頼したいボランティア」の相違が明示された． 
「ボランティア活動ができる」と回答した
10％（140 件）のうち，希望する活動順に，
「日中の話し相手」（33 件），「ゴミ出し」（32 
件），「買い物の付き添い」（31 件），「散歩の
付き添い」（30 件），「本の読み聞かせ」（30 
件），「技術を生かした指導等」（29 件），「自
治会が開催するイベントの協力」・「買い物」
（28 件）がある．一方で「ボランティアに依
頼したいことがある」（全体の約 5％）は，「草
むしり・植木の手入れ」（45 件），「雪かき」

（29 件），「粗大ゴミ出し」（29 件），「照明（電
球）等の取り換え」（25 件），「窓ふき」（23
件）の順に多い．つまり，「できるボランテ
ィア」は日常生活の中の簡易な活動である一
方，「してほしいボランティア」は力仕事や
人手困難な作業を伴う活動なのである．この
ことから，シニアの「やりたい」活動と「依
頼したい」活動とのミスマッチが明らかとな
った． 
③自立的な生活～「生き生きと過ごす」ため
に必要な要素～ 
 「自立的な生活」を送るには，個々人が「生
き生きと過ごす」ことが不可欠である．筆者
が講師を担当したＡ市，Ｍ市，Ｓ市，Ｅ区に
て，シニア向けの生涯学習講座（主催は行政）
で，「生き生きと過ごすために必要な要素」
に関する独自調査を行った．調査は，2015～
2017 年までの講座実施日に，受講生・行政の
協力を得て自記式回収法で行った．調査協力
者は 112 人（男性 44，女性 49，不明 19），う
ち 107 人が該当箇所を記入（回答率 95.5％）
した．回答率の高さから，シニアは自身の生
き方を常時，思い巡らせしていることが推測
される． 
「生き生きと過ごす」ための要素（全回答
278 点，一人 2.5 点）として，次の 7 要素が
求められる（図２）．第一の要素は「健康」
でいること（114 点）．第二の要素は，前向き
な「心がけ」をもっていること（43 点）．第
三の要素は「仲間」がいること（35 点）．第
四の要素は「つながり」「交流」があること
である（33 点）．第五の要素は「やるべきこ
と」があること（32 点）．「第六の要素は「人
の役に立つこと」こと（11 点）．第七の要素
は「お金」があること（11 点）．以上から，
アクティヴ・シニアになるには，「健康」「心
がけ」「仲間」「つながり・交流」「やるべき
こと」「人の役に立つ」「お金」が重要な意味
を持つ．しかし，「生き生き過ごす」手段と
して，社会貢献（役に立つ）が上位でないこ
とは留意すべきである． 

図２ 高齢者が生き生き過ごす要素 
注 1：筆者による調査は，千葉県我孫子市，松戸市，佐
倉市，東京都江戸川区の講座実施日（2015～2017 年）に，
自記式回収法で齊藤が行った．調査協力者 112 人（男性
44，女性 49，不明 19），回収率 95.5％． 

注２：齊藤 2018ｂ 

 



④生涯学習～地域参画を促す行政と市民（シ
ニア）との思いの違い 
「高齢社会対策大綱」（2012）に基づき，
行政ではシニアの「社会参加」「支える側に」
「活躍の場」を目指している．生涯学習の場
においても「高齢者の社会参加を進める」人
材育成が活発化している．その一例であるが，
神奈川県の社会教育関係者の職員研修（講師
は筆者）が実施された．その際，「『地域デビ
ュー』（地域参加）に関する市民と行政の思
いは一致しているか」の設問に対して，約 9
割が「一致していない」と回答した．そこで，
「地域デビュー」に対する市民と行政の思い
について各自ワークシートを記入後，グルー
プ協議（全 7 グループ約 45 名）を行った．
本研修から明らかとなった課題は，次の通り
である．①地域参加を促したい行政担当者と
市民とに温度差があること，②行政政策（「地
域の人手不足」「予算の縮小」を解消など）
が優先されすぎていること，③「地域デビュ
ー」講座は「地域づくり」「地域活性化」が
前提となるため，市民一人ひとりの思いや気
持ち，声を反映したプログラム立案が困難と
なっていることが示唆された． 
 
（3）研究成果３：シニアの地域への参加・
参画を促す地域の体制づくり 
シニアの参加・参加を促し，「プロダクテ
ィヴ・エイジング」を推進していくには，ど
のような地域参加のプログラムと地域の体
制づくりが必要なのだろうか．調査結果に基
づき，次の５つのステップで地域への参加を
促すことができると考えられる（図３）． 
 

図３「潜在的ボランティア（シニア）」を活
動に導く地域参画へのステップ  
注：齊藤 2018b 
 
ステップ１：「健康」に留意することが最
も重要である．講座への参加がいかに個々人
の健康によい影響を与えている等の助言が
あれば説得力も増すだろう．講座当初から，
行政の思惑である「人材不足を補う」「地域
の担い手をつくる」という意向を露にしない．
尚，学習・活動フィールドは，自宅から近い
ほうが長続きするようだ． 
ステップ２：「前向きな気持ち」（肯定感を
高める）になるポジティヴな声かけと事業内
容を心がけること．また，特に．市民の「楽
しみたい」「生きがいが欲しい」「笑顔で過ご
したい」というニーズに応えるアクティヴな

学習方法へ工夫もできるだろう．しかし，ネ
ガディブな発言や態度を示す受講生には，個
人的なサポートも要する． 
ステップ３：五感を活用する，体を動かす，
知的好奇心や挑戦したい気持ちが増す「学
び」や「活動」プログラムが有効である．ま
た，学習プログラムの中に，地域に関連した
内容を含めることで，地域に関心や興味をも
たせるきっかけができる．一方，趣味活動，
学習活動，スポーツ，散歩など個や組織のア
クティビティに勤しむものに対して，お誘い，
依頼によって「頼まれれば，仕方ない」とい
う思いで地域へ参加に転換する可能性もあ
る．しかし，「ゆっくり」「無理をしない」こ
とが肝心である． 
ステップ４：仲間やつながりをもたらす学
習プログラムが必要である．人と関わる，会
話ができるなどを意図的に作ること．また，
プログラム実施前後においても，積極的な声
かけ，おしゃべり（会話）を重視し，仲間関
係や地域のつながりができるように促すこ
と．講座以外の時間に，講座仲間とのおしゃ
べり，食事会，ウォーキング等の自主的な活
動などが行われた場合，地域参加につながる
可能性が高まる．この中から徐々にキーパー
ソン，地域のリーダーとなるものも現れる． 
ステップ５：一人ひとりが「役に立つ」と
いう実感を持たせることが重要である．受講
生も支援者も，感謝の気持ち，労いの言葉，
声かけ，ホスピタリティを相互に持つことで，
両者の関係性もよくなる．個人の「居場所」
「役割」「役に立つ」という実感は，自己有
用感を高め，次の活動へつながる．その際，
個々の健康・体力にも注意を払い，「無理を
しない」活動が必要となる． 
ステップ６：地域の環境の整備である．講
座を受講後に，高齢者がスムーズに地域活動
に参加・参画できるフィールドの確保が不可
欠である．そのためには，行政内外のネット
ワークづくりだけでなく，異世代・異文化に
対して「寛容」になれる地域の環境づくりも
行わなくてはならない．また，福祉関連施設
との連携も必要となる． 
 
（4）研究成果４：「自発的・生産的な生涯の
構築」ができる社会の実現に向けた提案 
「アクティヴ・シニア」のエンパワメント
に際しての大きな課題は，「雇用」，「ボラン
ティア活動」，「社会的つながり」のいずれの
段階においても，理想と現実とが異なった．
それは，子育てや仕事を終えたシニアが，地
域に関与したり，学び合ったり，社会的活
動・ボランティア活動に取り組んだりすると
は限らないからである．シニアのプロダクテ
ィヴィティを引き出すためには，「シニア個
人」と「彼らを取り巻く環境」の両面からエ
ンパワメントが適切になされない限り，この
問題から外に出ることはできない． 
シニアがサービスの「客体」でなく，「主
体」としてエンパワメントしていくには，次



の 4つの段階が考えられる．これまでの調査
結果や議論に基づき，「アクティヴ・シニア」
のエンパワメン支援の仕組みを構造化した
（図４）． 

図４「アクティヴ・シニア」のエンパワメン
ト支援の仕組み    注：齊藤 2017a 
 
第１は，個と時間の関係の段階（対処的ニ
ーズ）である．今まで生きてきた個人の生き
様は多様であり，「人生の重み」は消えるこ
とがない．ロールモデルとして，シニアの存
在価値を再確認する必要もある．存在価値と
は，「その人がただ存在するというだけでも
っている価値」を意味する（山田 1999）．日
野原のいう「生きる」や「いのちを生かす」
時間，あるいは松岡ら（2006）のいう「当事
者性」を重視しつつ，シニアを「アクティヴ・
ライフ」に導くには，個の心と体の健康，経
済・家族の安定化も不可欠となる． 
第２は，個と他者との関係の段階（表現的
ニーズ）である．他者との関係性を構築して
いくことで，孤立した現実から脱却ができる．
シニアの潜在的ニーズ，「関わりたい」「つな
がりたい」「広げたい」は外向きに，「知りた
い」「深めたい」「極めたい」は内向きに発揮
する．高齢者との相互関係性を確立するには，
同世代からの声かけ・会話，居場所づくり，
相互役割が要となる． 
 第３は，個の発展の段階（貢献的ニーズ）
である．これは，アクティヴ・ライフの現実
化に向けて，シニアの経験知やものの見方・
考え方を相互共有・エンパワメントさせる段
階である．自然や文化などの地域資源に触れ
る，子どもを含む若年層との関わりは，異文
化・異世代交流や学び合いにつながる．また，
「役に立ちたい」「結果を生みたい」「向上の
実感をみたい」というシニアのニーズは，「生
きている証としてのライフ」に転換する可能
性もある．そのチャレンジの一つに，地域の
課題解決に貢献するシニアが現れる． 
 第４は，個と空間（コミュニティ）の段階
（影響的ニーズ，超越的ニーズ）である．あ
らゆる環境条件を整備し，地域資源を活用し
たり，そこで自己表現をしたり，多世代が助
け合うことで，新たなコミュニティ（リアル
コミュニティ，バーチャルコミュニティ，シ
ャアリングコミュニティ，コミュニティ・ビ
ジネス）の発展に期待できる．その際，各々

の生き方の尊重し，多世代が相互に共創でき
る社会を展望していくことが重要であろう． 
 以上から，日本のジェントロジー研究や教
育はまだ開発途上にあることが明らかとな
った．今後も以上の課題を検討し，多様な個，
組織，地域等の実践群がエンパワメントする
ことで，福祉教育・ボランティア学習学をよ
り実用性の高い実践に高めてゆくことが期
待できる．しかし，「アクティヴ・シニア」
のエンパワメントが実現したのちに，どのよ
うな社会的価値やライフスタイルを創成す
る可能性があるのか，どのような社会構造の
転換が起こり得るのかについては，今後の課
題とし，探求し続けていきたい． 
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